
所 属 健康福祉部 障害福祉課

担当(係)名 自立支援担当 内線 2615

（款）３民生費 （項）１社会福祉費 （目）(8)社会福祉諸費

（明細書事業名）○社会福祉諸費

企業経営型障害者就労支援特別対策費 【ふるさとぎふ再生基金事業】

１ 事 業 費
１０，９００ 【財源内訳】 【主な使途】

(前年度 ０) 繰入金 10,900 報償費 315（審査会謝金）

負担金補助及び交付金 10,000（事業準備助成金）

２ 事 業 目 的

福祉施設は収益をめざす事業体ではないため、いわゆる授産事業において、企業

が持つ経営システム（意識・技術・人材・設備等）との格差が大きい。このため、

商品・サービス市場で対等に競争することは非常に困難で、授産工賃は月平均１万

円程度と低い状況にある。

また、授産事業を行う福祉施設から一般事業所への就職は年間３０人程度であり、

一般事業所においても障害者法定雇用率 1.8％を満たしていない状況(1.6％程度)

である。

このため、企業側の就労継続支援Ａ型事業所等への参入を支援することで、企業

経営システムによる就労支援を促進し、障害者の一般雇用や工賃アップを図る。

※就労継続支援Ａ型事業所：通常の事業所に雇用されることが困難な障害のある方に対して、

障害者を雇用して訓練することにより、働く機会を提供する事業所

３ 事 業 内 容

障害者の雇用・就労に理解のある企業の就労継続支援Ａ型事業所等への参入支援

・当該企業のソフト的な初期負担（事業化に関する調査、組織体系の検討、設備

機器の検討、制度の理解、関係機関との協議、事業所等との交渉に要するコス

ト）軽減に関する支援 ： 事業開始準備助成 10,000千円(5,000千円×２件)

・当該企業と福祉施設等とのマッチング支援

「企業による就労継続支援Ａ型の事業化」の流れと支援策

企業経営型障害者就労支援特別対策

・参入事業者募集・選定（900千円）
・事業参入に係る調査や計画づくり、備品購入等に対するコスト面の助成（10,000千円）

事業検討期 事業準備期 事業開始期

①各種制度の把握、関係機 ①土地取得に関する協議、 ①事業運営・管理
参入支援 関に対する照会・相談 関係市町村等の調整 ②雇用した障害者に対する

(福祉､労働) ②雇用する障害者の確保 継続的な支援
②施設整備、土地取得の必 ③障害者雇用に関する人材
要性･可能性の検討･調査 の確保・育成

③事業計画（人材･組織､資 ④事業実施に係る施設整
金､経営見通し等）作成 備、障害者雇用に関する

環境整備


